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This paper presents effective method for structural morphogenesis using a cellular automaton, representing 
a simple conceptual basis for the self-organization of structural systems. The proposed methods are 
sufficiently simple to solve topology optimization problems as pure 0-1 problems. Local rules for add and 
delete of cells are based on stress distribution in the structure. The effectiveness of the proposed method is 
demonstrated through numerical topology optimization problem examples that changed initial shapes to 
analyze, neighborhood cells or local rules. 
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１． はじめに 
CA理論は 1948年，von Neumannにより発案され，骨や
樹木などの生体組織のリモデリングを基とした最初の計
算モデルであり，Stanislaw Ulam の自動自己修復・自己
複製装置の論理的基礎を発展させたことを起源とする。
CA法は「有限個の状態設定可能なセルを空間的に規則正
しい格子状に相互接続した系」を基本モデルとされる。 
この系は，各々のセル自身の状態とその周辺セルの状
態に依存し，セル間の単純な規則に従いながら自律的に
状態遷移を進める離散化計算法として考案された。そし
て、構造工学分野へは 1970 年代より始まり，セルと局所
規制の組み合わせによる構造物の適応的再構築モデルに
おいて，セルをひとつの有限要素と見なす事で，有限要
素法の適用を可能とした研究が行われた。現在，人工生
命システムのモデリングにおいても CA が適用されてい
る。生物学的現象にも通ずる能力を具えていることから，
生命プロセスと進化に関する研究にも応用が可能であり，
モデリングの理論の核となる役割を果たしている。本研
究の分野である構造形態創生では、制御パラメータを Von 
Mises応力や固有振動数、構造物の剛性（ひずみエネルギ
ーやコンプライアンス）を制御パラメータとして形態創
生が行われている。構造形態創生とは設計者の創造力を
刺激するものであり、そのために構造形態創生する側は
多くの提案をする必要がある。そこで、CA法も様々な制
御パラメータを用いることで提案の幅を広げていくこと
が必要であると考えられる。そこで、本論文では制御パ
ラメータを変位敏感数とした CA法による形態創生手法を
提案する。また、提案した手法が様々な解析条件の変更
に適応するか否かを検証、さらに CA法の特性である近傍
領域を変化させた場合にどのような影響があるかを検証
する。 
２． CA 法 
（１）CA 法の定義 
CA の考え方を構造工学における数値解析に応用する
と，全体がある目的関数に支配されているというトップ
ダウン型のアルゴリズムとは異なり，“分散的”かつ各
セルが“自律的”に「自己組織化」しながら，結果とし
て全体の秩序を形成させようとする創発型計算に分類さ
れる。創発型計算はセル間の局所的な相互作用を通して
大局的な秩序や挙動が生成されるボトムアップ的な機構
と，構築された大局的な秩序や挙動が逆に各セルの振る
舞いや相互作用に影響して変化するというトップダウン
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的な機構を持ち，相乗効果を通して新たな秩序を発現さ
せる演算システムのことである。 
（２）2 次元 CA 基本モデル 
要素近傍モデルは，セルをひとつの有限要素と対応さ
せてセルを基準とした近傍モデルである。2 次元の整形領
域においての基本的な要素近傍モデルは，中心の着目セ
ルに隣接した上下左右の 4 つのセルからなる Neumann 近
傍(Fig.1)，周囲の 8 つのセルを考慮する Moore 近傍(Fig.2)
の 2 つの考え方が主流である。 
 
     
             Fig.1              Fig.2 
 
（３）セルの出現・消滅に関する局所規制 
着目したセルの存在の有無はそのセル自身，またはそ
の近傍セルの応力状態に依存する。 
セルの出現・消滅に関する局所規制を Neumann 近傍を
用いて示す。上限応力値 と下限応力値 を予め設定し，
応力が を超えるセルがひとつでも着目セルの近傍にあ
ればセルの値を 1 とし，そのセル上に材料が出現する
(Fig.3)。着目セル自身の応力が を下回る場合は近傍セル
の応力に関わらず 0 とし，そのセルから消滅するものと
する(Fig.4)。 
 
 
 
 
 
（４）変位敏感数 
構造体を n 要素に細かく分割した時、i 番目の要素を削
除すると構造体の変形エネルギ-―やある位置での変位が
変化する。この変化量を敏感数と定義して、着目する要
素が全体構造体へ与える力学的、幾何学的な影響程度を
評価することができる。 
構造体の静的挙動は有限要素法を用いて次の方程式で
表現できる。 
 
[ ]{ } { }K u P                            (1) 
[ ]K ：全体剛性マトリクス 
{ }u ：節点変位ベクトル 
{ }P ：節点荷重ベクトル 
 
n 要素で成り立った構造体の i番目要素が削除された時、
全体剛性マトリクスが に変化したとすると全体剛性マ
トリクスの変化量 は次になる。 
 
[ ] [ ] [ ] [ ]iK K K K        (2) 
[ ]iK ：i 番目要素の剛性マトリクス 
 
要素の削除が{ }P に影響を与えないと仮定する。 
 
    [ ]{ } [ ]{ }K u K u     (3) 
      { }u ：要素削除後の節点変位ベクトル 
 
[ ] [ ] [ ]K K K                               (4) 
{ } { } { }u u u   
 
  であるから、式(3)は次のようになる。 
 
[ ]{ } ([ ] [ ])({ } { })
[ ]{ } [ ] { } [ ]{ } [ ] { }
K u K K u u
K u K u K u K u
    
       　　　　
     (5) 
 
他の量と比べ、 [ ] { }K u   の量が小さいから と仮定す
ることができる。従って、式(5)から次の節点変位変化ベ
クトルを求めることができる。 
 
     
1{ } [ ] [ ]{ }u K K u              (6) 
 
j 節点に作用する荷重を 1 とし、それ以外の節点に作用
する荷重を 0 とした単位荷重ベクトル を式(6)の両辺に
かけると、j 節点の変位変化ベクトルは次式になる。 
 
   
1{ } [ ] [ ] { }j T iju F K K u
                    (7) 
 
ここで、 
 
{ } { } [ ] { } [ ]j j T T j TF u K u K 
               
(8) 
{ }ju ：単位荷重ベクトル{ }jF の下での節点変位ベクトル 
 
従って、 
 
1{ } [ ][ ] [ ]{ }
{ } [ ]{ }
j T i
j
ij T i i
u u K K K u
u K u
 
　　　
               (9) 
{ }iu ：{ }u のうち i 番目要素の節点変位ベクトル 
 
{ }iju ：{ }ju のうち i 番目要素の節点変位ベクトル 
 
1 
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i 番目要素を削除した時の j 節点変位ベクトル変化を表
した式(9)の絶対値を変位敏感数と定義して次式で表現す
る。 
 
{ } [ ]{ }ij T i iij u K u            (10) 
 
（５）基準値の決定方法について 
(3)で述べたように、セルの出現・消滅の局所規制に関
して、それぞれ基準値（上限値・下限値）を設ける必要
がある。その際、制御パラメータを変位敏感数と設定し
た場合で基準値の決定方法について以下で説明する。 
制御パラメータを変位敏感数と設定した場合、構造体
における変位敏感数値の分布に着目するが、この時の要
素分布は正規分布になっていない。そこで得られた変位
敏感数値を常用対数化することによる対数正規分布を使
った基準値の決定方法を提案する(Fig.5)。 
 
 
Fig.5 
 
上記で示した擬似的正規分布、対数正規分布は共に要
素の分布に偏りが生じている。そこで本研究では標準値
を決定し、それに加えて要素の偏りを考慮するため、標
準値に対する標準偏差を導入した基準値の決定を行う。 
以下に本解析で使用した標準値・基準値の考え方につ
いて定式化を行う。 
 
a）標準値の求め方 
構造体の対数正規分布から抽出した、要素の持つ制御
パラメータの平均値を標準値と定義する。 
当論文では、この手法を「Type a」と呼ぶ(Fig.6)。 
 
 
Fig.6 
 
 構造体の擬似的正規分布から抽出した、要素の持つ制
御パラメータを昇順に並べ、その中央値を標準値と定義
する。構造体の要素数が偶数の場合は中央に近い２つの
値の平均を標準値とする。 
当論文では、この手法を「Type b」と呼ぶ(Fig.7)。 
 
 
Fig.7 
 
b）標準偏差による基準値の決定方法 
標準偏差とは、対象となる値がその標本値全体におけ
る平均値からどれだけ広い範囲に分布しているか、つま
り値のばらつきを数値化したものである。 
 ある n 個の値（標本値）を としその相加平均を とす
る。このとき分散は 
 
 
2
2
1
1 n
i
i
x x x
n 
   
 
となり、分散の平方根 を標準偏差という。 
(5)-a)で定義した要素の標準値 に対する標準偏差 を取
り、標準値 に標準偏差 を加算した値を上限値、減算し
た値を下限値とする。 
 
U s
L s
x x
x x


 
 
 
 
 
Fig.8 
 
(5)-a)で定義した要素の標準値 を基準に、標準値以上の
「出現対象領域」と標準値以下の「消滅対象領域」に分け、
それぞれの領域で標準値 に対する標準偏差 を算出する
(Fig.9)。出現対象領域での標準偏差 を標準値 に加算した
値を上限値 、消滅対象領域での標準偏差 を標準値 から
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減算した値を下限値 とする(Fig.10)。当論文ではこの基準
値の決定方法（標準偏差の取り方）を使用した手法名に
「’」を付けることで区別する。 
 
U s a
L s d
x x
x x


 
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Fig.9
  
 
Fig.10 
 
３． 形態評価 
得られた形態に対して、ユーザーの視覚的な判断では
なく PI 値の推移を基にした評価方法の提案を行う。PI
は単位体積（または重量）の剛性（平均コンプライアン
ス）として材料の使用率をもとに求められ，以下のよう
に示される。 
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４． 解析例題(1)  初期形状の影響に関する検証 
（１）解析概要 
 
     
          Fig.11-a                   Fig.11-b 
 
解析領域 10m×10m（1/2 領域） 
拘束条件 ピン支持 
荷重条件 上端の節点に 1 kN 
ヤング率 2.1×107 kN/㎡ 
ポアソン比 0.2 
要素分割数 50×50（1/2 領域） 
セルサイズ 0.2m×0.2m 
Table.1 
 
Fig.11 に示す，両端をピン支持された 20m×10m を設
計領域としたモデルを扱う。荷重は設計領域の上面各節
点に 1kN を作用させる。Step1 で解析を行う初期形状とし
て，全体領域からの解析では Fig.11-a を，部分領域から
の解析では Fig.11-b を設定する。実際の計算は，対称条
件を用いて 10m×10m とした 1/2 領域を 50×50 のセルに
分割し，セルサイズは 0.2m×0.2m，セル厚は 0.2m として
行った。応力解析には，正方形格子の 1 つを 4 節点平面
応力要素とする有限要素法を用いた。有限要素法の解析
に用いた解析条件を Table.1 に示す。 
 また，局所規制に関しては 2-(2)で述べた要素近傍モデ
ルの Neumann 近傍を用いた。本解析では，Step200 まで
解析を行った。 
（２）結果 
 
  
Step179     PI=3.79E-01 
Disp=5.55E-01 
Step184     PI=3.38E-01 
Disp=7.05E-01 
Fig.12-a Fig.12-b 
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Fig.13 
（３）考察 
Type a の解析結果を示す。Fig.12-a、Fig.12-b は、それ
ぞれ Fig.11-a、Fig.11-b で得られた形態で、それぞれ PI
と Disp (荷重面平均変位)を示す。Fig.12-a では支持点から
2 本の部材が伸び、荷重面に近い位置で分岐する形態が得
られたのに対し、Fig.12-b では、支持点から 1 本の部材が
伸び、荷重面に近い位置で分岐する形態が得られ、初期
形状の性状に近い形態が得られた。また、Fig13 の 3 つの
グラフでは Fig.11-a での解析は「full」、Fig.11-b での解
析では「part」で表記されている。重量のグラフを見ると、
「full」と「part」のそれぞれで安定する重量は、ほぼ同等
の値をとった。これは、初期形状の変化に影響を受ける
ことなく、Type a が作用しているためであると考えられ
る。平均変位敏感数は、「full」より「part」の方が数値
の起伏が激しい。これは「part」の方が、部材の破断によ
る位相の変化が多いことによるものであると考えられる。 
また、PI の値は「part」より「full」の方が高くなった。 
これは、変位に着目している本解析において、「full」で
得られた形態の方が優良解となることを示す。 
 
５． 例題(2)  近傍領域の影響に関する検証 
（１）解析概要 
 
 
Fig.14 
 
解析領域 10m×10m（1/2 領域） 
拘束条件 ピン支持 
荷重条件 上端の節点に 1 kN 
ヤング率 2.1×107 kN/㎡ 
ポアソン比 0.2 
要素分割数 50×50（1/2 領域） 
セルサイズ 0.2m×0.2m 
                   Table.2 
 
Fig.14 に示す，両端をピン支持された 20m×10m を設
計領域としたモデルを扱う。荷重は設計領域の上面各節
点に 1kN を作用させる。実際の計算は，対称条件を用い
て 10m×10m とした 1/2 領域を 50×50 のセルに分割し，
セルサイズは 0.2m×0.2m，セル厚は 0.2m として行った。
応力解析には，正方形格子の 1 つを 4 節点平面応力要素
とする有限要素法を用いた。有限要素法の解析に用いた
解析条件を Table.2 に示す。 
 また，局所規制に関しては 2-(2)で述べた要素近傍モデ
ルの Neumann 近傍と Moore 近傍のそれぞれを用いた。本
解析では，Step200 まで解析を行った。 
 
（２）結果 
  
Step184     PI=3.38E-01 
Disp=7.05E-01 
Step196   PI=3.72E-01 
Disp =4.81E-01 
Fig.15-a Fig,15-b 
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Fig.16 
 
（３）考察 
Type a の解析結果を示す。Fig.15-a、Fig.15-b は、Fig.14
の解析結果で、それぞれ「Neumann 近傍の解析」、「Moore
近傍の解析」で得られた形態であり、PI と Disp (荷重面
平均変位)を示す。Fig.15-a では、支持点から 1 本の部材
が伸び、荷重面に近い位置で分岐する形態が得られたの
に対し、Fig.15-b では支持点から 1 本の部材が伸び支持点
に近い位置で分岐する形態が得られた。また、Fig16 の重
量のグラフを見ると、「Neumann 近傍の解析」よりも
「Moore 近傍の解析」の方が安定する重量の値が高くなっ
た。また、平均変位敏感数の推移では、「Neumann 近傍
の解析」の方が高い値を示した。そして、PI の値は「Moore
近傍の解析」の方が高い値を示した。これは、変位に着
目している本解析において、「Moore 近傍の解析」で得
られた形態の方が優良解となることを示す。このことか
ら、「Moore 近傍の解析」では、部分領域からの解析に
おいて、適応性の高さが見られた。 
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７． おわりに 
 本研究では、CA 法を用いた構造最適化手法において，
重要な要素と考えられる「初期形状」と「近傍領域」に
関して、これらを変更することによる影響が非常に大き
いために，問題によりこれらの考慮が必要である事が明
らかにされた。 
 また、問題に対しての有効解の多様性を考えたとき、
「初期形状」と「近傍領域」の変更による解析が有効性を
発揮する場合があることも判明した。 
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